
 

 

 

 

 

 

なぜ生活が苦しくなるのか？ 
平均的な生活費＝消費支出を見れば一目瞭然です。勤労者世帯のうち一般家庭 1 か月の消費支出の平均は

318,755 円です。支出額には地域差もあり、年代別に内訳の順位も異なります。もちろん一人ひとり生活環

境や家族構成は異なりますが、平均で見れば一月当たり５５歳以上で 353,100円、６０才以上で 292,500

円、また７０才以上でも 259,300 円の生活費がかかります。参考までに教育という分野を子供一人当たり

という観点のデータで見れば、大学まで進む場合、全て公立の場合で 782万円、高校から私立文系で 1100

万円、私立理系で 1501 万かかります。現在の結婚平均年齢は男性 31.1 歳・女性 29.4 歳と晩婚化が進ん

でいますが、バス業界では免許が取得できる年齢の制限、また新卒採用者の比率が低く中途採用者が大半を占

めていることから、仕事が安定後に家庭を持つ場合 55 歳～65歳にこの教育費が重なる場合が多くなってい

るのが現実です。 

JRバス関東での加齢に伴う労働条件の低下は？ 
50 歳では新制度の年齢加算がなくなります。そして

55 歳には定期昇給無しのうえ１０％の基本給減額、57

歳で２０％の基本給減額となり、5 年間で減額される賃

金は 25 歳入社の例で旧制度都市手当ありが 571 万

9000 円、旧制度都市手当なしが 497万 3000円、新

制度で 509万 9000円となります。ちなみにここ 2年

間で新制度の昇給基礎額を 800 円勝ち取ってきました

が、退職金を含む生涯賃金は若い世代では旧制度より新

制度が上回っていることを意味します。一方で４０代～

５０代入社の場合、定期昇給額の積み重ね年数が少ない

ので、新制度社員は５５歳到達時に初任給割れしてしまう厳しい現実となっています。そして定年後 60歳以

上は日給制の契約社員Ｂで年収はフルタイムで約２８０万円となります。左下の図は一般労働者の賃金カーブ

になりますが、１９７６年、１９９５年、２０１７年と５５歳以上の賃金低下はほとんど無くなってきている

ことがわかります。ＪＲ東日本・ＪＲバス東北も減額制度は２０１２年に既に廃止されましたが、このデータ

を見てもＪＲバス関東の減額制度は時代遅れの制度であることがうかがえます。 
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高齢者が安心して働ける賃金制度を実現させよう② 
～55 歳以上基本給減額・60 歳以上継続雇用制度を考える～ 

  
 

50～54歳と 55歳～60歳での差が近年では殆ど無い 


